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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第41期

第３四半期
連結累計期間

第42期
第３四半期
連結累計期間

第41期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 14,588 13,966 19,249

経常利益 (百万円) 2,455 2,282 2,783

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,687 1,448 1,393

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,316 2,040 2,175

純資産額 (百万円) 19,853 21,316 19,712

総資産額 (百万円) 118,093 122,901 124,057

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 68.66 64.51 57.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.6 17.3 15.6
 

 

回次
第41期

第３四半期
連結会計期間

第42期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 16.23 1.87
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

４．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、「役員株式給付

信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-ESOP)」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式

会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。

５.「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 なお、主要な関係会社の異動については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表」の「連結の範囲又は持

分法適用の範囲の変更」に記載のとおりであります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。　

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策などにより企業収益が改善する一方で、中国

経済の減速など景気の下振れリスクが存在しており、景気の先行きは不透明な状況となってきております。

　当リース業界におきましては、平成27年4月～12月累計のリース取扱高（公益社団法人リース事業協会）は、前

年同期比10.3％増となっております。

　このような中、当社グループでは良質資産の積み上げによる安定収益基盤の構築を目指し、新たに大型車両、航

空機、建設・土木機械等の換価性の高い物件を専門に取り扱う「輸送機営業部」を設置するなど、リース資産の拡

充に注力した積極的な営業活動を展開してまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における経営成績は、新規取扱高の伸長によりリース・割賦事業収入は増

加し、また、融資事業収入、フィービジネス事業収入もそれぞれ増加いたしました。一方、不動産売却収入の反動

減により、売上高は13,966百万円（前年同期比4.3％減）、営業利益は2,333百万円（前年同期比8.7％減）、経常

利益は2,282百万円（前年同期比7.0％減）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、賃貸不動

産の建て替えに伴う減損損失の計上などにより1,448百万円（前年同期比14.2％減）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

① リース・割賦

新規実行高が商業・サービス業用設備を中心に堅調に推移したことにより、営業資産残高も増加し、売上高は

8,897百万円（前年同期比15.5％増）となり、セグメント利益（営業利益）は942百万円（前年同期比11.1％増）

となりました。なお、リース債権及びリース投資資産残高は35,893百万円（前期末比10.5％増）となり、割賦債

権残高は12,484百万円（前期末比4.7％増）となりました。

 

② 融資

売上高は746百万円（前年同期比0.4％増）となりましたが、貸倒引当金繰入額の増加により、セグメント利益

（営業利益）は311百万円(前年同期比34.3％減)となりました。なお、営業貸付金残高は18,930百万円（前期末

比6.1％減）となりました。

 

③ 不動産

 前年同期に大口の不動産売却収入が計上されていた反動減により、売上高は3,676百万円（前年同期比29.5％

減）となり、セグメント利益（営業利益）は1,116百万円（前年同期比13.3％減）となりました。なお、賃貸不

動産残高は33,153百万円（前期末比7.1％減）、販売用不動産残高は2,320百万円（前期末比35.7％増）となりま

した。

 

④ フィービジネス

保険代理店収入や自動車リース紹介手数料収入の増加などにより、売上高は355百万円（前年同期比4.5％増）

となり、セグメント利益（営業利益）は165百万円（前年同期比18.6％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は122,901百万円（前期末比0.9％減）と前連結会計年度末に比べ1,156

百万円の減少となりました。これは主に現金及び預金の減少756百万円、リース債権及びリース投資資産の増加

3,409百万円、営業貸付金の減少1,229百万円、賃貸不動産の減少2,522百万円などであります。

　負債合計は101,585百万円（前期末比2.6％減）と前連結会計年度末に比べ2,759百万円の減少となりました。こ

れは主に借入金の減少3,384百万円などであります。

 純資産合計は21,316百万円（前期末比8.1％増）と前連結会計年度末に比べ1,603百万円増加いたしました。これ

は主に利益剰余金の増加1,271百万円、その他有価証券評価差額金の増加561百万円などであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,000,000

計 68,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,952,374 25,952,374 福岡証券取引所
単元株式数は100株であ
ります。

計 25,952,374 25,952,374 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年12月31日 ― 25,952,374 ― 2,933 ― 819
 

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成27年９月30日現在の株主名簿により記載しております。

 
① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,190,200

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,759,600 237,596 ―

単元未満株式 普通株式     2,574 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 25,952,374 ― ―

総株主の議決権 ― 237,596 ―
 

(注) １．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式14株が含まれております。

２．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-

ESOP)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する株式1,304,100株(議決

権の数13,041個)が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社
九州リースサービス

福岡市博多区博多駅前
４丁目３番18号

2,190,200 ― 2,190,200 8.44

計 ― 2,190,200 ― 2,190,200 8.44
 

(注) 「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行

株式会社(信託Ｅ口)が所有する株式1,304,100株については、上記の自己株式等に含まれておりません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 
役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
（営業第一本部長

　　兼関連事業部長）

取締役
（営業第一本部長

　　兼リース営業部長
　　兼関連事業部長）

黒瀬　健男 平成27年７月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,018 7,262

  割賦債権 11,923 12,484

  リース債権及びリース投資資産 32,484 35,893

  営業貸付金 20,160 18,930

  賃貸料等未収入金 279 195

  販売用不動産 1,710 2,320

  その他 1,343 824

  貸倒引当金 △1,114 △500

  流動資産合計 74,804 77,411

 固定資産   

  有形固定資産   

   賃貸資産   

    賃貸不動産（純額） 35,676 33,153

    その他（純額） 5,455 5,162

    賃貸資産合計 41,131 38,315

   社用資産 1,595 1,507

   有形固定資産合計 42,726 39,823

  無形固定資産 162 149

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,887 4,586

   その他 ※２  1,488 ※２  942

   貸倒引当金 △11 △11

   投資その他の資産合計 6,364 5,517

  固定資産合計 49,253 45,490

 資産合計 124,057 122,901
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,561 2,187

  短期借入金 34,954 31,456

  1年内償還予定の社債 992 976

  未払法人税等 644 153

  引当金 123 59

  その他 2,912 3,430

  流動負債合計 41,188 38,262

 固定負債   

  社債 4,208 3,342

  長期借入金 50,197 50,311

  引当金 95 13

  退職給付に係る負債 389 380

  資産除去債務 145 167

  その他 8,121 9,107

  固定負債合計 63,156 63,322

 負債合計 104,345 101,585

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,933 2,933

  資本剰余金 819 835

  利益剰余金 15,442 16,713

  自己株式 △1,068 △1,075

  株主資本合計 18,126 19,406

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,334 1,896

  繰延ヘッジ損益 △15 △17

  その他の包括利益累計額合計 1,319 1,879

 非支配株主持分 266 30

 純資産合計 19,712 21,316

負債純資産合計 124,057 122,901
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 14,588 13,966

売上原価 10,494 9,939

売上総利益 4,093 4,026

販売費及び一般管理費 1,537 1,693

営業利益 2,556 2,333

営業外収益   

 受取利息 16 1

 受取配当金 40 44

 その他 13 27

 営業外収益合計 71 73

営業外費用   

 支払利息 128 108

 支払手数料 26 0

 その他 16 15

 営業外費用合計 171 124

経常利益 2,455 2,282

特別利益   

 賃貸不動産売却益 26 119

 特別利益合計 26 119

特別損失   

 減損損失 － ※１  210

 関係会社株式売却損 － 157

 投資有価証券評価損 4 －

 過年度退職給付費用 134 －

 特別損失合計 139 367

税金等調整前四半期純利益 2,342 2,033

法人税、住民税及び事業税 548 500

法人税等調整額 77 52

法人税等合計 626 553

四半期純利益 1,716 1,480

非支配株主に帰属する四半期純利益 28 31

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,687 1,448
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 1,716 1,480

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 602 561

 繰延ヘッジ損益 △2 △1

 その他の包括利益合計 599 559

四半期包括利益 2,316 2,040

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,287 2,008

 非支配株主に係る四半期包括利益 28 31
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　連結の範囲の重要な変更

㈱ユーティライズは、当第３四半期連結会計期間において同社株式を全て譲渡したことにより、連結の範囲

から除外しております。

 
(会計方針の変更等)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

　（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、取締役及び監査役(社外取締役及び社外監査役を除く)に対する業績連動型株式報酬制度「役員株式給

付信託(BBT)」及び一定の要件を満たした従業員に当社株式を給付するインセンティブプラン「従業員株式給付信

託(J-ESOP)」を導入しております(以下、合わせて「本信託」という。)。

本信託が所有する当社株式は、四半期連結貸借対照表の純資産の部において自己株式として表示しており、当

該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末において337百万円、1,197,000株、当第３四半期連結会

計期間末において382百万円、1,291,900株であります。

　

　（役員退職慰労金制度の廃止）

当社は平成27年５月13日開催の取締役会において、平成27年６月26日開催の第41回定時株主総会終結の時を

もって従来の役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、同株主総会で役員に対する退職慰労金の打ち切り支

給について承認可決されました。

これに伴い、第１四半期連結会計期間において、当社の「役員退職慰労引当金」の全額を取崩し、当第３四半

期連結会計期間において、打ち切り支給額の未払分55百万円を固定負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。
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(四半期連結貸借対照表関係)

 １ 偶発債務

 次のとおり金融機関からの借入金に対し保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

㈲美山 244百万円 225百万円
 

 

※２ 投資その他の資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

その他 1,539百万円 1,825百万円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 減損損失

前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

　　該当事項はありません。

 
当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

 　 当社グループは、以下の資産について減損損失210百万円を計上いたしました。

用途 場所 種類
減損損失
（百万円）

店舗及び駐車場 福岡県 賃貸不動産 210  
 

賃貸不動産については、個別物件ごとにグルーピングを行っております。

上記物件については、建て替えの意思決定を行ったことに伴い、当該資産の帳簿価額及び解体費用を減損

損失として特別損失に計上いたしました。その内訳は建物134百万円、解体費用76百万円であります。なお、

回収可能価額は零として評価しております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。　

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 700百万円 898百万円

のれんの償却額 11百万円 ―百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月21日
取締役会

普通株式 184 7.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、当第３四半期連結累計期間において、平成26年12月24日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得

を行いました。この結果、自己株式が775百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において、自己株式が1,761

百万円となっております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月27日
取締役会

普通株式 177 7.50 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

(注)　配当金の総額には、「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-ESOP)」制度の信託財産として、

資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金８百万円が含まれておりま

す。

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

リース・
割賦

融資 不動産
フィー
ビジネス

計

売上高          

 外部顧客への
 売上高

7,700 743 5,218 340 14,002 585 14,588 ― 14,588

 セグメント間の
 内部売上高又は
 振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 7,700 743 5,218 340 14,002 585 14,588 ― 14,588

セグメント利益 847 473 1,286 139 2,747 25 2,772 △216 2,556
 

(注) １. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電事業、物品販売等を含んで

おります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２. セグメント利益調整額△216百万円は、全社費用であり報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 ３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

リース・
割賦

融資 不動産
フィー
ビジネス

計

売上高          

 外部顧客への
 売上高

8,897 746 3,676 355 13,677 289 13,966 ― 13,966

 セグメント間の
 内部売上高又は
 振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 8,897 746 3,676 355 13,677 289 13,966 ― 13,966

セグメント利益 942 311 1,116 165 2,534 55 2,589 △256 2,333
 

(注) １. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電事業、物品販売等を含んで

おります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２. セグメント利益調整額△256百万円は、全社費用であり報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 ３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

不動産事業において、建て替えの意思決定を行った賃貸不動産について減損損失210百万円を特別損失として計

上しております。
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(金融商品関係)

 　 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

 

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

  １株当たり四半期純利益金額 68円66銭 64円51銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 1,687 1,448

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(百万円)

1,687 1,448

    普通株式の期中平均株式数(株) 24,579,387 22,452,852
 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

　　２．株主資本において自己株式として計上されている信託が所有する当社株式は、１株当たり四半期純利益金額

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第３四半期連結累計

期間において531,560株、当第３四半期連結累計期間において1,239,925株であります。

 
(重要な後発事象)

 　 該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。　

 

EDINET提出書類

株式会社九州リースサービス(E04821)

四半期報告書

16/18



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月８日

株式会社九州リースサービス

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  竹　之　内　　髙　司 　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  室　　井  　 秀　夫   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社九州

リースサービスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月

１日から平成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社九州リースサービス及び連結子会社の平成27年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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